
３１年度 ３６年度

基準値 目標値 実績値 達成度 目標値 目標値 　　　　 25　　　   50　　　　75　　 　100       125

ⅰ △ 2,648 △ 2,200 △ 2,412 90.4% △ 400 800

ⅱ － 300 302 100.7% 1,500 1,500

人口の社会増減（人） ④ H26

ネットワーク化の希望を叶えた集落数（集落）（再

掲）

② －

【Ⅲ．目標指標】

指　　　　標

関連する

取組№

基準値 ２７年度 目標達成度（％）

年度

⑦ スポーツの振興

県民スポーツの推進 達成 B

スポーツによる地域の元気づくり 達成 Ａ

⑥ 芸術文化による創造県おおいたの推進

芸術文化ゾーンを核としたネットワークづくり 達成 A

文化財・伝統文化の保存・活用・継承 達成 A

④ コミュニティを維持する移住・定住の促進 移住・定住のための環境整備とUIJターンの促進 達成 A

⑤ 活力みなぎる地域づくりの推進 地域の元気の創造 達成 A

② 地域社会の再構築 ネットワーク・コミュニティの構築 達成 A

③ 多様な県民活動の推進

未来を担うNPO（NPO法人・ボランティア団体・地域コミュニティ団体等）の育成と協働の推進

概ね達成 A

【Ⅰ．政策の概要】

　人口減少の中で、住み慣れた地域に住み続けたいという住民の思いを叶える地域づくりを進めるとともに、特徴ある地域資源を生かした取り組みやUIJターン促進などにより地域活性

化を図る。

【Ⅱ．構成する政策・施策（主な取り組み）の評価結果】

①

恵まれた環境の未来への継承

　～おおいたうつくし作戦の推進～

豊かな自然との共生と快適な地域環境の創造 概ね達成 Ａ

すべての主体が参加する美しく快適な県づくり 達成 Ａ

取組No. 政策名 施策名 指標評価 総合評価

（地方創生）政策評価調書（２７年度実績）
政策コード Ⅳ－３

政策名 地域を守り、地域を活性化する

所管部局名 企画振興部 長期総合計画頁 173

関係部局名 企画振興部、生活環境部、教育庁



ⅰ

ⅱ

【Ⅳ．指標による評価】
評価 理　　　　由　　　　等 平均評価

概ね

達成

　移住・定住対策の強化等により、転出超過が前年より２３６名減少し、目標値を概ね達成した。

達成

達成

　県内各地域において地域で活動する組織や団体がネットワークコミュニティ構築に向けて取り組んだことで、ネットワーク化の希望を叶えた集落数の目

標値を達成した。

【Ⅴ．施策に対する意見・提言】

○第２回大分県新長期総合計画策定県民会議　(H27．6）

・農村・漁村部が抱える現状が、環境問題へと派生していることを感じる。例えば、高齢化・過

疎化に伴い、土地を手放す人が増加しているが、その土地は、貴重な動植物の生息地、水源、

美しい景観の一部であるため、環境を守るには土地そのもの、そして人そのものを守らなけれ

ばならない。

○第１回「安心・活力・発展プラン２０１５」推進委員会　(H27.12)

・島根県が人口の１％の移住者を毎年受け入れるという政策を進めている。移住者の受

け入れの上位は鳥取県・島根県だが、大分の方が気候や食、住環境などはさらに素晴ら

しいと思う。そのポテンシャルを生かし、移住政策に本腰を入れるべき。県と市町村、各種

団体が連携してやることが重要。移住の受け入れのポイントの１つは仕事。一部の自治体

では農林水産業で受入れを進めているが、手間を惜しまずやってもらいたい。もう１つは

地域のあたたかい受け入れも大事。いろいろな相談に応じて支えることを推進すべき。例

えば、東京に窓口をつくり、そこに行けばいろいろなことがわかるといったようなものができ

るといい。

【Ⅵ．推進上の課題と今後の展開について】

　目標指標の「人口の社会増減」は目標値をやや下回ったが、これまでの取り組みの成果が現れつつある。今後とも、東京の移住コンシェルジュや、東京・大阪・福岡に配置した移住サ

ポーターを活用し、移住希望者への情報発信・相談体制の強化を図るとともに、移住の受け皿となる農林水産業、観光産業等の振興による仕事づくりの促進、若者への情報発信等に取

り組み、社会増減の均衡を目指す。

　人口減少社会の中で、小規模集落（高齢化率50％以上の集落）はますます増加していき、単独では集落機能の維持が困難な集落が出てくる恐れがある。今後は複数集落で機能を補

完し合い、全体として力強いコミュニティを構築する「ネットワーク・コミュニティ」の形成を推進するとともに、特徴ある地域資源の活用、地域へのUIJターンの促進等を行い、地域の活性化

を図る必要がある。


